平成23年第３回奥多摩町議会定例会決算特別委員会会議録
１　平成23年９月13日午前10時20分、第３回奥多摩町議会定例会決算特別委員会が奥多摩町議会議場に招集された。

２　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　師岡　伸公君　　第２番　酒井　正利君　　第３番　原島　伸行君

　　　　第４番　須崎　　眞君　　第５番　増田ひさ子君　　第６番　竹内　和男君

　　　　第７番　小澤　春義君　　第８番　鈴木　賢一君　　第９番　清水　典子君

第10番　村木　征一君　　第11番　師岡　　智君　　第12番　前田　悦男君

第13番　小林　　勤君　　第14番　島崎　利雄君
３　欠席議員は次のとおりである。

　　　　な　し

４　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

５　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　大野　　尚君　　議会係長　浅見　隆久君

６　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　　　町　　　　　長　河村　文夫君　　副　 町 　長　村木　義雄君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　加藤　一美君

　　　　企画財政課主幹　清水　信行君　　総務課長　原島　　肇君
　　　　住　民　課　長　浜野　武雄君　　福祉保健課長　若菜　伸一君
　　　　観光産業課長　加藤　博士君　　地域整備課長　宮田　昭治君

　　　　教育課長　井上　永一君　　会計管理者　清水　　明君
　　　　病院事務長　川村　文雄君
　　　　

平成23年第３回奥多摩町議会定例会
決算特別委員会議事日程[第１日]
平成２３年 ９月１３日
午前10時20分開会・開議

	日程
	議案番号
	議　　　案　　　名
	結　果

	１
	――
	委員長開議宣告
	――

	２
	――
	会期の決定について
	決　　定

	３
	――
	町長あいさつ
	――

	４
	認定第１号
	平成22年度奥多摩町一般会計歳入歳出決算の認定について
	

	５
	認定第２号
	平成22年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	６
	認定第３号
	平成22年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	７
	認定第４号
	平成22年度奥多摩町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	８
	認定第５号
	平成22年度奥多摩町老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	９
	認定第６号
	平成22年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	10
	認定第７号
	平成22年度奥多摩町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	11
	認定第８号
	平成22年度奥多摩町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	12
	認定第９号
	平成22年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計決算の認定について
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（午後１時57分　散会）
　午前10時20分　開議

○委員長（酒井　正利君）　これより決算特別委員会を開会・開議します。

　直ちに会議を開きます。

　初めに、日程第２　会期の決定についてを議題とします。

　本特別委員会の運営につきましては、去る９月６日の本会議第１日で決定のとおり、本日及び９月14日の２日間としたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　ご異議なしと認めます。よって、本委員会の日程につきましては、本日及び９月14日の２日間とすることに決定しました。

　委員会条例並びに会議規則の規定に基づき、合理的かつ能率的な審査ができますよう、委員並びに説明者各位のご協力をお願いします。

　なお、本日の日程はお手元に配付のとおりであります。

　次に、町長よりあいさつがあります。河村町長。

○町長（河村　文夫君）　本日、決算特別委員会の開会にあたり、一言ごあいさつを申し上げます。

　９月６日開会いたしました平成23年第３回奥多摩町議会定例会第１日目本会議に提出いたしました認定第１号から認定第９号の一般会計、特別会計、企業会計、計９会計の決算認定案件につきましては、滝島勇一代表監査委員、議会選出小澤春義監査委員の決算監査を、各課長、係長出席のもと、４日間にわたり事務事業の事情聴取を受け決算監査が実施されました。

　結果につきましては、平成23年８月30日付、奥多摩町代表監査委員滝島勇一氏名で「平成22年度奥多摩町一般会計、特別会計及び基金運用状況並びに公営企業の決算審査」についての報告、及び「平成22年度分財政の健全化に関する審査」についての報告をいただきました。

報告の内容につきましては、第１日目に滝島勇一代表監査委員から議員皆様にご報告したとおりでございます。内容全文につきましては、お手元に配付してあります写しのとおりでありますので、ご参照をお願い申し上げます。

また、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づくご報告については、報告第２号及び報告第３号として第１日目に報告したとおりであります。

認定第１号から認定第９号までについて、決算特別委員会の審議をいただき、決算認定をいただきますようお願い申し上げ、ごあいさつといたします。

○委員長（酒井　正利君）　町長のあいさつは終わりました。

　これより審査に入ります。

　議題につきましては、去る９月６日開会の平成23年第３回定例町議会第１日に、決算特別委員会に審査が付託された、日程第４　認定第１号　平成22年度奥多摩町一般会計歳入歳出決算の認定について、日程第５　認定第２号　平成22年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第６　認定第３号　平成22年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第７　認定第４号　平成22年度奥多摩町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第８　認定第５号　平成22年度奥多摩町老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第９　認定第６号　平成22年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第10　認定第７号　平成22年度奥多摩町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第11　認定第８号　平成22年度奥多摩町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第12　認定第９号　平成22年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計決算の認定について、以上の９件であります。

　総括的な説明は本会議において付託前に行われておりますが、本日は、認定第１号から認定第９号までの主な内容を、副町長より説明を求めます。村木副町長。

○副町長（村木　義雄君）　ただいまから認定第１号から認定第９号までの一般会計、特別会計、企業会計決算について説明申し上げます。

　本件につきましては、去る９月６日、本会議上程に際し、会計管理者より総括的に説明申し上げておりますので、各会計の決算内容について簡潔に説明させていただきます。

　初めに認定第１号　平成22年度奥多摩町一般会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

　平成22年度国の予算は、前年度比4.2％増の92兆2,992億円で、予算編成方針において「日本経済の直近の動向を見ると、景気は持ち直しているが、高い失業率や下落傾向にある物価水準など依然として情勢は厳しい。先行きも雇用環境の一層の悪化や円高、デフレによる景気抑制圧力の拡大、財政悪化に伴う長期金利の上昇などの懸念材料が存在し、予断を許さない。こうした中で国民は、日々の生活に不安を抱え、将来不安はますます増大している。中長期的には、日本社会は人口減少と超高齢化が同時に進行するという人類史上類例のない事態を迎えるほか、地球温暖化をはじめとした人類の生存に関する地球規模の脅威にも直面している。このような状況の下、歴史的な政権交代を経て誕生した新政権が編成する初めての予算においては、右肩上がりの経済成長の前提のもとで旧来型の資源配分や行政手法を転換し、経済社会の構造や重視すべき価値を変え、国民生活に安心と活力をもたらす第１歩を踏み出すものとすることが必要である。」とした上で、予算編成の基本理念を「コンクリートから人へ」「新しい公共」「未来への責任」「地域主権」「経済成長と財政規律の両立」の５つに定め、「重点分野を子育て」「雇用」「環境」「科学技術」「マニュフェストの責任ある実施」に置くとしております。

　一方、東京都の平成22年度一般会計予算は、「大幅な税収減に直面し、今後も厳しい財政環境が想定される中にあって、都財政の健全性を堅持するとともに、東京の『現在』と『将来』に対して、今日都が試すべき役割を積極的に果たす予算」と位置づけ、１として、大幅な税収減の中で、都民の雇用や生活への不安に対応する取り組み、重要な諸課題に対して国を先導する都独自の戦略的取り組み、東京の将来を切り拓く活力創造に向けた取り組みを着実に進めることで、今日都がためすべき役割をしっかりと果たす。

　２として、今後しばらく厳しい財政環境が続くことが想定される中にあって、将来にわたり、継続的・安定的に都政の役割を果たし得る強固な財政力を確保することを基本に、前年度比5.1％減の６兆2,640億円と前年度に引き続き減額予算となりました。

景気が低迷する厳しい行財政環境の中、国・東京都の財政に依存する当町にありましては、社会・経済情勢の急激な変化を踏まえた的確な財政収支の見通しの上に立ち、町民に密接した重点施策を推進し、第４期長期総合計画「人・森林（もり）・ふれあい三重奏～森世紀ふるさとづくりおくたま～」の実現を目指して、生活の豊かさや利便性の向上に努めるとともに、真の住民参加のまちづくりを協働して進めることを基本として、事務事業の整理合理化・組織の効率化・定員管理の適正化など、行財政全般にわたる改革を実施し、簡素で効率的な行財政運営を推進しつつ、計画実現のために限られた財源を重点的かつ効率的に配分して、住民の必要とする事務事業の執行を行ってまいりました。

その結果、当初で予算化した事務事業が執行できたものと考えております。

なお、財政健全化について監査委員の審査をお願いし、今議会初日に報告いただいたとおりでありますが、財政状況を判断するための財政指標「一般会計等の実質赤字比率」、「一般会計・特別会計・企業会計を含めた連結実質赤字比率」、「公債費の元利償還金の水準の指標である実質公債費比率」、「起債等の償還に伴う将来負担比率」、「公営企業等の資金不足比率」について、いずれも早期健全化基準以下であります。

また、従来からの主要な財政分析の指標でありますが、財政構造の弾力性をあらわす経常収支比率は77.6％で、前年度比2.0ポイントの減となりました。これは収入において地方交付税や財産収入が増額となり、公債費、人件費等の経常的な支出が減額となったためであります。

公債費比率7.0％、2.7ポイント減、起債制限比率8.7％、2.6ポイント減であります。また、平成22年度における実質公債費比率の３カ年平均は12.9％、2.8ポイント減であります。今後も下水道整備による起債借入れが長期的に予定されているため、他の事業については、できるだけ借入れを抑える必要があります。

これらの財政指標は、今後、景気の低迷や納税義務者の減による町税の落ち込み、東京都の総合交付金の減額、さらに国の東日本大震災の復興予算編成による交付金等の減額等が予測される中にあって、厳しい財政運営を続けなければならないものと考えられます。

このため、さらなる行政改革等に取り組み、財政の健全化を図り、第４期長期総合計画実現のため、さらに努力を重ねてまいりたいと考えております。

歳入歳出決算額、歳入歳出の増減額、性質別分析等につきましては、提案説明及び代表監査委員からの報告がありましたので、ご理解をお願いいたします。

なお、各所管の事務事業の主要な施策及びその成果につきましては、配付してあります「平成22年度事務報告書」に詳細に記述してありますので、ご参照いただきたいと存じます。

次に、認定第２号　平成22年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

本会計につきましては、引き続き東京都の指定管理者として東京都からの委託金と利用料金で運営を行いました。

施設は、平成５年７月から専門指導員、森林インストラクターを配置し、日常的に造林や下刈り・枝打ち・間伐等の各種森林作業や山村の生活体験、自然観察等を年間を通して体験でき、宿泊や研修もできる施設として東京都の設置した施設であります。

平成22年度の利用者は、宿泊者数1,381人で、対前年度比8.8％の減となりました。また、東京都全区市町村が主催した「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」の、みどり体験交流事業を受託し、３回にわたり延べ55名の都内小学生に体験型の環境教育を実施しました。延べ利用者数は、天候不順、東日本大震災等による観光客の減少の影響により9,396人で、対前年度比19.2％の減となりました。

森林の持つ公益的機能がますます重要となる中で、貴重な体験学習施設であり、利用の促進・拡大に努力していきたいと考えております。

次に、認定第３号　平成22年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

本会計につきましても、東京都の指定管理者として東京都からの委託金と利用料金で運営を行いました。

平成２年度より順次オープンし、平成６年度全面オープンした施設で、奥多摩の豊かな自然に親しんでもらうため、ビジターセンター、散策路、広場、駐車場、キャンプ場、キャンプ場サービスセンター、ケビン10棟、クラフトセンター等の施設整備が図られています。

山のふるさと村への入園者数は、天候不順、東日本大震災等に伴い13万3,528人で、対前年度比3.8％の減、利用料金収入は1,825万5,600円で、対前年度比0.9％の減となりましたが、クラフトセンター入館者数が町森林セラピー事業との連携等により2.4％増加いたしました。

自然への理解を深め、都民の貴重な自然の保護と回復を図るためのＰＲ施設であり、さらに来園者の拡大に努力していきたいと考えております。

次に、認定第４号　平成22年度奥多摩町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

国民健康保険事業の平均被保険者数は、前年度の1,890人から、平成22年度は1,878人に、12名、0.6％減少しましたが、年間の保険給付費は11.6％の増となりました。

本特別会計につきましては、国庫支出金、被保険者の保険税で運営することが原則でありますが、引き続き一般会計からの繰入金を行わなければ運営ができない状況であります。

１人当たりの医療費が増加傾向にあります。安定した事業運営を行うために、適正な賦課による税の徴収及び医療保険者に義務付けられた特定健康診査・特定保健指導の受診率の向上に努めるなど、保健事業の拡充による疾病の予防、健康に対する意識の高揚を図り、医療費の抑制に努めました。

また、国民健康保険税については、保険税の軽減を６割、４割から７割、５割、２割と３段階の軽減制度に改め、課税限度額は47万円から50万円に引き上げを行いました。

次に、認定第５号　平成22年度奥多摩町老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

本会計は、平成20年度から新たに原則75歳以上の後期高齢者の医療制度に移行したため、平成20年３月診療分までの医療費について２年間の請求時効に伴い存続してある特別会計の最終年度であります。

平成22年度は、老人保健制度の最終月となる平成20年３月診療分までの請求遅れ分医療費及び平成22年度中に再審査等により支払いが決定した医療費を支給いたしました。

次に、認定第６号　平成22年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

我が国の医療制度は、国民がいずれかの公的医療保険に加入し、保険料を納め、医療機関で一定の自己負担で必要な医療を受けることができる「国民皆保険制度」を採用し、世界最高水準の平均寿命や高い保健医療水準を実現してきました。今後は高齢者医療費を中心に医療費の大幅な増加が見込まれるため、平成18年６月、医療制度改革関連法が成立し、生活習慣病、医療提供体制、医療保険制度に関する改革を総合的かつ一体的に進めることとなり、少子高齢社会にふさわしい医療制度として「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づく「後期高齢者医療制度」が創設されました。

制度は、安定した制度運営及び事務を共同処理することで効率的運営を図るため、都道府県単位にすべての区市町村が構成団体となって広域連合を設立し、運営主体となることが法で規定され、東京都では「東京都後期高齢者医療広域連合」が平成20年４月から運営を行っております。

被保険者は原則75歳以上の方で、個人単位で被保険者となり、平成20年４月１日、制度開始時の町の被保険者数は1,397人で、平成23年４月１日現在同数となっています。

保険の運営は、患者の原則１割の自己負担を除き公費約５割、現役世代からの支援約４割、被保険者の保険料約１割で行われ、保険料は被保険者の収入に応じて負担する応能分と、被保険者全員が均等に負担する応益分で構成され、公平に負担することになります。

低所得者に対する軽減として、均等割を、当初７割軽減としていたものを8.5割軽減へ拡充、さらに９割軽減を制度化いたしました。

次に、認定第７号　平成22年度奥多摩町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

本会計は、制度が発足し第４期事業運営期間の２年度目として運営いたしました。年度末の第１号被保険者数は2,213人となり、75歳以上の後期高齢者がさらに前期高齢者を上回り、一段と高齢化が進んでいる状況となっています。

保険給付費は前年度に比較し、居宅サービス、施設サービスのうち特に介護老人福祉施設ともに利用者数の増で、前年度と総支給額を比較すると5.0％の増額となりました。

低所得者の利用者負担軽減制度につきましては、平成18年度以降、町の独自事業として居宅介護予防サービス、配食サービス、介護保険地域支援事業利用者に対して利用者負担の一部の助成及び認知症高齢者グループホーム食費・居住費の利用者負担助成、人工透析時の保険外院内介助利用者負担の一部助成を実施いたしました。

認定審査会は年間を通して毎月２回開催し、494件の認定を行いました。

保険料については、９段階で、被保険者の負担能力に応じたきめ細かな段階数及び保険料率としております。

被保険者を所得段階別に見ますと、年度末で第１段階から第４段階の合計が63.5％、第５段階から第９段階の合計は36.5％で、低所得の被保険者が多い傾向は前年と同様でございます。

次に、認定第８号　平成22年度奥多摩町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

下水道事業は膨大な資金と長い年月を要する事業であり、財政基盤の脆弱な当町にあっては、財政フレームに基づく計画的な整備が必要であります。このため、地域再生法に基づく地域再生計画の後期計画の認定を受け、汚水処理施設整備交付金の交付により公共下水道及び市町村設置型浄化槽整備が計画的に図られております。

小河内地区については、平成10年度より供用開始し、水洗化率も99.3％に達しています。

奥多摩処理区の事業につきましては、平成18年度より川井地区から排水管布設工事を実施し、平成22年度は梅沢・丹三郎地区の吉野街道及び国道411号線鳩ノ巣白丸間の排水管布設工事並びに棚沢地区にマンホールポンプ等を設置いたしました。

排水管布設が完了した地区から順次供用開始し、平成23年７月棚沢地区の供用開始で町全体の下水道普及率は35.6％となりました。また、供用開始されている川井・小丹波地区の水洗化率は51.6％となっています。

市町村設置型浄化槽整備事業については、５基の合併処理浄化槽が設置でき、全体では249基となりました。

次に、認定第９号　平成22年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計決算の認定について説明申し上げます。

平成22年度の病院事業では、医療機器面でナースコール改修工事を実施し、携帯式電話の導入により、医療スタッフが病院内どこでも送受信可能となり、迅速かつ効率的な対応が図れるようになりました。また、医療テレメーターの更新、自動血圧脈波検査装置等の購入整備を行い、医療及び患者サービスの充実を図りました。

１日平均外来患者数は55.0人で前年度より1.1人の減、１日の平均入院患者数は26.8人で、前年度より4.2人の増となり、年間病床利用率も46床としたことから58.1％となりました。

このような中、医療圏人口の減少や多数の診療科のある総合病院への高度医療志向により、患者数は減少するものと考えられますが、病院経営の健全化を実現するため、公立病院改革プランに沿った経営の効率化、再編ネットワーク化、経営形態の見直しを着実に実行しつつ、さらにより一層サービスの充実を図り、住民の期待と信頼に応えられる病院として引き続き努力してまいります。

以上で、認定第１号から認定第９号までの一般会計、特別会計、企業会計の全９会計につきまして、決算認定に伴う事業実施状況の説明を申し上げました。

審査にあたり細部のご質問につきましては、それぞれの所管課長からお答えを申し上げます。慎重なご審議を賜りまして、ご認定をいただきますようお願い申し上げます。

○委員長（酒井　正利君）　以上で、本特別委員会に付託された全議案の説明は終わりました。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時10分から再開といたします。

午前10時53分　休憩

午前11時10分　再開

○委員長（酒井　正利君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　これより質疑を行います。

　初めに、日程第４　認定第１号　平成22年度奥多摩町一般会計歳入歳出決算の認定についての質疑を行います。歳入については一括して行います。質疑のある委員は挙手願います。１番師岡伸公委員。

○１番（師岡　伸公君）　それでは、２つ、たばこ税についてと、それから電源地域対策交付金の２点についてお伺いさせていただきます。

　ページでいうと10ページになりますでしょうか、たばこ税なんですが、ほとんどの税収が落ちているということで、たばこ税もそのような流れになっていると思います。１つ、確認、教えていただきたいんですが、売り上げした小売店の、例えば本社のある統括する地域のところにその税金が納められるということを聞きましたが、これは事実でしょうか、教えていただきたいことと、もし、そうであれば、奥多摩町の場合には、なかなか車をとめてたばこを買う場所というのも限られていますし、それから地域によっては、たばこを買いに行くのに相当な距離で移動すると。勢い、車でとめやすいところでたばこを買うという率が高くなっていると思うんですけれども、コンビニで買っても、その売り上げ、税収がほかの市町村に行ってしまうということならば、これは法律で定められていることなので、我々としてはいかんともしがたいのかもしれませんが、今後、地方の税収ということを考えますと、こういうことについて国なり各市町村の考え方ですとか、我々がお願いできることは何なのかと、その辺のお話をちょっと伺えたらというふうに思います。

　それから、ページ数でいうと18ページになりますでしょうか、電源立地地域対策交付金ということで、今年はいろんなことがあって、こういう交付金についての考え方も、国はこれからどうやって進めていくのかというか、我々地方に対してどういうふうにやっていくのかというその辺ところ、お話を伺えればと思います。

　以上、２点よろしくお願いします。

○委員長（酒井　正利君）　住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　それでは、師岡伸公委員の１点目のたばこ税についてのご質問にお答えいたします。

　たばこ税は、おっしゃるとおり本社のあるということでありますが、奥多摩町のコンビニにおいては、すべて奥多摩町に税収として入っております。

　それから、前年、平成22年の10月にたばこ税値上げということで、15年、18年と上がってきたんですが、１箱、10月前までは300円のたばこが65.96円、大体410円になりましたけど、１箱92.36円町税が入るということでございます。

　以上です。

○委員長（酒井　正利君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　私の方からは、電源立地地域の交付金につきましてお答えさせていただきます。

　今、国の流れは、もう３月11日の東日本大震災の前に、今後のこの電源立地交付金についてどうしようかということでさまざまな議論がございまして、今、水力発電、当町の場合は水力発電に対して交付金をいただいておりますけれども、平成22年度がちょうど30年間の交付期限ということで、時限立法の法律でございましたけれども、平成23年度以降につきましては、水力発電につきましては今後10年間は継続交付するということで決定をみております。

　ただし、その当時は、今後、原子力発電所をさらに建設しなければいけないという議論が優先されておりまして、水力発電所の交付金につきましては、今後１割を削減するということに決まっております。以上です。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。12番前田悦男委員。

○12番（前田　悦男君）　９ページの個人の徴収ということで、年金特徴という形で1,490万円入っておりますが、これはたしか時限的な形でやられているのか、この内容についてちょっとお聞きしたいと思います。

　それから、次の10ページ、地方道路譲与税、これはやはり高速道路の無料化なり、1,000円で打ち切ったということで、300万円がほとんどゼロに近い形になっておりますが、これの今後の見通しといいますか、国の政策になると思いますが、その２点についてお伺いします。

○委員長（酒井　正利君）　住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　前田委員のご質問なんですが、年金特徴については、年金をいただいている方から税割が出る方からいただくと、これは恒久的なものです。現在、奥多摩町では平成22年度は528名の方、今年度、平成23年度当初では672名。年金を受ける方が多くなってきたということで、徐々に増えているということです。

　以上です。

○委員長（酒井　正利君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　私の方からは、10ページの地方道路譲与税につきましてお答えをさせていただきます。

　これは、実際には23円入ってきているわけですけれども、これは平成21年新設の、さらに上にあります地方揮発油譲与税をもって相殺された項目ということで、平成22年につきましては、過去の滞納繰越分が入ってくるという予測のもとに、窓明けしてあったものでございますので、ご理解をいただきたいと思います。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。14番島崎利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　それでは毎年のことですが、この収入未済額のことです。総合計でやりますと細かいのが入っておりますが、約2,000万円の収入未済額が出てきているという状況です。この状況は、西多摩の市町村の中では収納率は一番高くて、税務課を中心に努力をされているというふうにも言えるかと思います。そういう中で、非常に細かい面もありますが、固定資産税などがマイナスになっているということ自身などにも疑問がありますので、これ、細かいのは結構ですが、説明を求めたいというふうに思います。

　それから、あとは入湯税ですが、これ645万4,000円ぐらいの収入という形で入っておりますが、この点は、約650万円の数字では、このお金をどのように活用されているのか。観光に来て日帰りや宿泊されて帰る方があるわけですから、日帰り、宿泊というのがありますけれども、この点はどのように観光に、一般会計の方からもいろいろ導入はされている部分はあるんですが、その点がどのように活用されているのかと。一般会計でそのまま入ってしまうのかというような感じもします。

　それから、16ページでありますが、住民生活に光をそそぐ交付金、これも以前、説明があったかと思いますが、この点はどういう中身になるか。教育関係でたしかあったのかなというふうに感じておりますが、繰越金的になっているのかもしれませんが、お尋ねをしておきたいというふうに思います。

○委員長（酒井　正利君）　住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　島崎委員のご質問で２点、固定資産税の減額が出てきているということと、入湯税の使い道ということでございます。

　１点目の固定資産税については、土地については評価額の下落が続いておりますので、減っているということでございます。

　家屋については、３年に１遍評価替えがありますので、評価替えではない年には上がると、若干上がっております。

　それから、あと償却資産なんですが、償却資産はやはり景気低迷で設備投資がないということで、ここ２年ばかり下がっております。ちなみに土地が平成21年度、22年度で185万3,500円減額、減収になっております。

　それから、家屋については20万4,000円上がっております。それから、償却資産については660万円ほど下がっております。失礼しました。これ、収入ではなくて調定でございます。

　それから、入湯税なんですが、入湯税は平成14年の４月から課税させていただいております。年々収入が減ってございます。使い道なんですが、これは目的税でありますので、使い道が定められております。環境衛生施設、消防施設、観光施設、観光の振興ということで定められております。去年、平成22年度については、環境衛生施設に12万円、それから消防施設等に40万円、観光施設に80万円、観光の振興、ふれあい祭り等なんですが、518万3,000円、合計650万3,000円でございます。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　私の方からは、ページ16の住民生活に光をそそぐ交付金ですけれども、これは議会で承認をいただいて、国の緊急経済対策の平成23年度への繰越明許事業であります。

　内容につきましては、学校の図書館システムの整備事業というふうになっております。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。14番島崎利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　それと、この不納欠損額の、例えば、ここに資料はないかもしれませんが、前年度から過去４年、３年でもいいんですが、要するに大分上がっているんではないかという感じがするんです。累計を見ても128万円の欠損額が出ていると。たしか、これは５年の中から、毎年５年経てば不納欠損に上げていくという仕組みになっているというふうに思うんですが、この辺は、一つひとつ細かくは出せないでしょうが、どういう状況でこれを欠損にして上げているのか。１件１件を見ればいろいろなのがあるんでしょうが、大きいものがあれば、その中で報告していただければということであります。

　それから、未収金の問題ですが、やはり国保も含めて、まだほかの会計の中にも出てきますが、非常に高まっていると。私は、以前も今議会でも言ったと思いますが、今、不況だとか失業者が、先ほどもお話がありましたが、失業者が多くなっている。働きたくても働けないというような方々も増えてきているというようなことから、非常に生活が大変になっているのではないか。

　町行政から見て、やはりこういう人たち、個々に把握するというのはできないにしても、やはりさまざまな施策を検討して援助するというんですかね、お金の援助だけでなくてさまざまな実態を把握するというようなことも、私は今後の中では重要なのではないかというふうに思います。そういう点で、是非そういう姿勢で取り組んでいただきたいということを強く要求しておきたいと思いますが、お答えいただけたらというふうに思います。

　以上です。

○委員長（酒井　正利君）　住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　島崎委員さんの不納欠損額が増えているんじゃないかというご質問なんですが、必ずしも増えているわけではございません。平成22年度については、国保も含めまして不納欠損額が168万2,506円です。これは前年度に比較しますと257万4,243円少なくなります。必ずしも５年で不納欠損ということではございません。即時に落とす場合もございます。これは生活保護ではなくて居所が不明とか、全く資力がなくなるという形で、そういう場合がございます。即時消滅で、町税で平成22年度については６名、59件、59万3,639円でございます。町民税が４件、固定資産税が55件、時効消滅、いわゆる５年ということで14名、52件、67万4,767円、町民税が５件、固定資産税が47件でございます。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　私の方からは、島崎委員から言われました未収金の対策についてお話を申し上げます。

　既に町長からも下命を受けておりますけれども、以前、未収金プロジェクトを設置しまして、さまざまに個々の事情等を考慮しながら、本当に滞納されている方が真の生活困窮者であるのかどうかということを検証してみました。その当時、多くの方が真の生活困窮者ではなくて、ある程度の年収だったり、生活がいわゆるだらしなかったり、そういった方々が多く見受けられました。そんなことから、改めて町長からは３・11の震災の後の、また大きな世の中が変わってくる状況の中にあって、真の生活困窮者以外の方がもし多くを滞納しているとすれば、税の公平負担という観点から、例えば財産の一部を差し押さえるとか、そういったことも今後このプロジェクトの中で検討してまいりたいというふうに考えておりますので、ご理解をいただきたいと存じます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。11番師岡　智委員。

○11番（師岡　　智君）　２、３点お伺いします。

　初めに、８ページ、９ページですけれども、今年は非常に長引く不況で大変個人の町民税とか大分減額になっておりますけれども、たまたま法人税がこれだけ増えている。たとえ少しでも法人がこうった景気の中で努力されている結果だろうと思いますけれども、増えている。その下の方の鉱産税などを見ますと、実際には減額になっているという中でこういった法人税の、たとえ少しでもプラスで出てきているというのは非常に私は皆さんのご努力に対して感謝しなければいかんと思いますが、その辺を町として、この景気の状況の中でどうとらえているか、その辺ちょっと見方として町がどんな形でとらえているか、ちょっとお聞きしたいと思います。

　それから、18ページになるんですが、都の総合補助金の中で公共施設調整交付金というのが１億5,000万円ばかり、各種交付金と書いてありますが、これは主な内容としてはどんな施設関係を主に大体対象とされているのか、主なものだけでも結構ですので、ちょっとわかったら教えてほしいということです。

　それから、最後もう１点は、27ページになります。毎年これは我々も期待しているんですが、オータムジャンボ宝くじの配分金というのがございます。これは何かどういう比率か何か、財政規模とかそういったことでの割り振りで来るのかどうか。以前、何か市町村の交付金の対象になるので、できたら買ってほしいというような話も出たこともありましたけれども、この辺のオータムジャンボの収益金の配分については、どんな基準で、これがどういうような形でされているのか、その辺の内容だけお聞きしたいと思います。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　町内における法人につきましては、なかなか今、景気が厳しい中で、何とか経営を工夫いただきながら税を納めていただいているという状況にあります。我々としても、やはりこういった税がまちづくりの福祉や教育の原資になるものですから、引き続き、大変とは思いますけれども、ご努力をいただきたいなというふうに考えております。

　次に、18ページの公共施設調整交付金ですけれども、これは中身は水道局からいただく水源地域交付金の覚書分というのがありまして、これが6,000万円、そのほか小河内浄化センターにかかる維持管費分、これが9,196万6,260円と細かいんですけれども、これは東京都の水道局からいただく交付金となっております。

　それと、27ページのオータムジャンボ宝くじ収益配分金ですけれども、この交付基準は、人口及び宝くじの販売実績で按分交付されるものでございます。宝くじ売上収益の25％を国から都道府県を通じて市町村に交付されるものでございます。ご理解をお願いします。

○委員長（酒井　正利君）　住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　私の方からは、法人町民税について傾向をお話しさせていただきます。

　個人町民税の場合は、各年で上がったり下がったりする波があるのがここ何年かでございます。去年が過去10年間、法人税割が一番低くなったと。792万3,700円、平成21年度です。平成21年度については310万円ほど、平成20年度より落ちております。平成22年度については365万6,500円増えているという形です。何年か毎年隔年で上がったり下がったりと波がございます。

　以上です。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、認定第１号の歳入の質疑を終結します。

　次に、歳出についての質疑を行います。

　歳出は、款別に幾つかに区切って行います。初めに、款の１議会費、款の２総務費について質疑を行います。質疑はありませんか。14番島崎利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　それでは、ページ数というよりも全体にかかわっているものですが、１つは、超過勤務手当というのが出ています。これは各課にすべてあるということではないものもありますが、それから、課によっては非常に超勤の勤務で大きくなるというところもあるかと思いますが、すべてがいい、悪いということではないんですが、約2,000万円、私がざっと計算した数字では、約ですよ、2,000万円もの超勤手当が支給されている。私は、これは働いているんですから、支給されるのは当然だというふうに思いますが、一方で人件費を削減、給与の削減が平成23年度でも計画されています。これは町が独自にやっているというよりも、東京都の指導等で出てきていることでもあろうかというふうに思います。この辺の背景はどのような仕組みになっているのかということと、やはり職員の意識改革などという言葉も出てきますが、それは当然だというふうに思いますけど、やはり職員に大きな負担が一方では行っていると。もう夜遅くまで残業しているとか、出張しているとかいろいろあるんでしょうが、個々のことではないんですが、是非この辺は町の活性化の中心の組織である行政が、やはりこの辺もさまざまな形でチェックをするなり、ただ頑張ってやっているから超勤出すというだけではなくて、課によっては非常に人が減る、それからそういう作業が、今、これは国も東京都も含めて非常に多くなっているということから、非常に負担が働く人にとっては押し付けられているというか、そういう状況が今日出ているんだと思うんです。その辺は総務課にも関係があろうかと思うんです、人事を管理するという立場からね。ですから、この辺は本当に職員の皆さん方の、だから病気になっているとかということではないでしょうけども、非常に激務な、ものによっては、課によっても仕事は行われていると言わざるを得ないのかなというふうに思います。そういう意味では、職員給与の減額だとか職員手当の見直し、これは期末も地域手当も含めて減額が、この平成23年度では1,200万円も出てくると。もちろん、それは先ほど言ったように東京都の指導という点もあろうかと思うんですが、そういう点で職員に負担が回っていかないのかどうか、こういう点も１つお答えをいただきたいというふうに思います。

　それから、あとこういう点で、行政改革、先ほどの声にもありましたが、行革、行革といって本当に人減らし、そういう賃金を減らしていくということだけでなくて、やはりいろんなところにひずみが出て、この町の活性化を一方ではしよう、いろいろ頑張っている部分もあるわけですから、是非その辺も配慮しながら、私は進めるべきだというふうに思うんですが、教えていただきたい、ご回答いただきたいというふうに思います。

○委員長（酒井　正利君）　総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　島崎委員から質問がありました人件費、それから超過勤務等についてのことでございますが、人件費削減につきましては、平成17年の行政改革大綱に基づきまして順次実施をしておりまして、平成17年度当初からの10％の職員の削減を目標にしてまいりました。平成20年で既に目標を達成しておりまして、さらに今後、人件費の削減については職員の採用計画等を踏まえながら調整をしていくものでございます。

　また、超過勤務でございますが、当町につきましては観光立町でございますし、どうしてもそういう部分では土日に超勤をする職員が多く出るということもございまして、ある程度の箇所、そういう場所について超勤が多くなる場合もございます。これも事務効率の面からいきましてフラット化もしたり、いろいろ勘案をした中で、必要最低限の超過勤務をしていただくように、また、超過勤務をした分につきましては、土日につきましては、なるべく振り替え休日を早めに取っていただくように、職員組合とも交渉してやっているところでございますので、ご理解をお願いいたします。

○委員長（酒井　正利君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　総務課長の方からほとんど言われましたけれども、行革推進は、どうしても職員でその負担を分かち合うということが出てまいります、正直にですね。そのために、今、総務課長の方から話がございましたように、なるべく個人に負担がいかないように、以前は横にあった係の仕事を２つ３つまた横の係に移して、事務のフラット化に努力をしたり、また、各所管にはどうしても年度末だとか年度初めに忙しくなる部署もございまして、なかなかそれを全課一律にというのは非常に難しい部分がございます。また、特に私の方は財政を預かっておりますけれども、とにかく６割以上国都に歳入の財源を依存していますものですから、どうしても自主財源が少ない町ということで、東京都からも、うちの基幹的な財源であります都の総合交付金、これをもらうにしても、やはり行革をどのくらい頑張っているのかというのが評価の対象になってまいります。我々とすれば、この都の総合交付金を多くいただいて、住民皆さんの福祉や教育の向上に努めていかなければいけないということを第一義に考えておりますので、今後もそういったところを中心に行政改革を進めてまいりますので、ご理解をいただきたいと存じます。

○委員長（酒井　正利君）　14番島崎利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　それでは、今、私が言っていることがすべてということではないです。職員の意識改革という点でどういうことをされているのか。

それから、今、住民の皆さんから町に電話をかけても、個々にいろいろあるんですが、例えば、質問をしても、わからないからということで断られると、こういう事例が幾つもあります。具体的に挙げればきりがないんですが、個人名も挙げられませんけどね。ですから、そういう意味で職員の資質を高めるということも当然、一方ではこういう負担が重くのしかかってくるということで、悪循環を受けているんではないかなというふうに感じます。そういう点で是非住民が主人公なんですから、行政が官僚的に断ったり、わからないから回答できないというようなことで、わからなくてもどこかで調べれば、すぐまたそれが回答できる部分があるわけですから、是非そういう批判も数多く出てきています。是非その辺は改善していただきたい。

それから、先ほどの答弁で未収金や不納欠損でやはり、１つは、今、課長の方から話もありましたが、確かに悪性の人もいるんだと思うんです。金があっても払わないというような悪もあるのかもしれませんが、だからといって、これだけの大きな不納欠損が出る、また、未収金が出るということは、非常に私は生活苦になっている方が多いんだと思うんです。ですから、その辺をどうするかというのは皆さんのお考えや意見があろうかと思うんですが、そういう住民を守るという立場からも、是非その悪いのだけつかまえればいいんだと、差し押さえすればいいんだということではないというふうに思うんで、それはそれとしてやりながらも、本当に困っている方々へのやはり援助というのは、何らかの形で進めてほしいということも付け加えておきたいと思いますので、ご回答をいただけたらというふうに思います。

○委員長（酒井　正利君）　副町長。

○副町長（村木　義雄君）　それでは、島崎委員のご質問にお答えさせていただきたいと思いますが、特に行政改革と職員の意識改革ということでご質問をいただきましたので、そのことについて、先ほど来、課長から答弁させていただいておりますが、補足させていただきたいというふうに思っております。

　まず、行政改革でございますが、先ほど来、ある一定の基準で行政改革を進めてきたというお話をさせていただきましたが、これについては、特に人減らしということでやってきたということではないということで理解をいただきたいというふうに思っております。この行政改革につきましては、課の統廃合を積極的に行ったり、それによって課長職が減になったり、あるいは事務事業を整理統合して、そういった効率的に行政を進めることによって人員を削減させていただいたということでご理解をいただきたいというふうに思っております。

　先ほど超過勤務の話もありましたが、総務課長が答弁させていただいたとおりでございますが、行政１年間には、当然、補助申請の時期、あるいは精算の時期等含めて仕事の波がどうしても出てくるということでございます。そのために職員を採用するということになれば、それだけ住民の皆さんに対するサービスが落ちてしまうということがありますので、それらをなるべく少なくするために、先ほど申し上げたように、フラット化ということで空いている職員が相互に応援し合ってその事務を執行するということで対応してきたつもりでございます。

　それと、あと職員の意識改革ということでございますが、これについては、しっかりと職員の指導を行っていきたいというふうに思いますが、特に職員が同じ課の中でわからないということは極力避けるために、先ほどから申し上げているように、フラット化ということで係を越えて職員がその課の事務をお互いに応援し合うと。そのことによってその課の事務を理解していくということでも進めておりますので、是非ご理解をいただきたいというふうに思いますが、職員、いろいろそれぞれ個性を持っているわけでございますが、特にその職員のいい能力はさらに伸ばして、悪い部分は一定のレベルまで引き上げるということで取り組んでおりますので、是非ご理解をいただきたいというふうに思います。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　改めて、島崎委員からは未収金対策のことについてのお話がございましたけれども、先ほどちょっと私の説明の中で言葉が足らなかった部分があるかと存じます。

　何も本当に生活に困窮されている方々というのは、滞納整理をする職員、あるいはご近所にお住まいの民生委員の方から、生活保護を受給されたらどうかということで積極的に関わっておりますし、滞納整理する際には、個々の生活実態を見ながら対応していくということでございます。その中で特に悪質だとか常習者、年収がありながら税を納めずに他のことに使ってしまう方々に対しましては、改めて滞納者全体の生活実態をこのプロジェクト会議の中で検証してみて、その上で本当に悪質な方は、税の公平性という観点から見ても、やはりこのまま滞納を見逃していくわけにはいかないということで、車とか、もし乗られている方がいるとすれば、それらの差し押さえ等も今後やっていかなければ、滞納額が年々増加してしまうという懸念があるものですから、プロジェクトではそのようなことも含めて全体的に議論はしてまいりたいというふうに考えております。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。11番師岡　智委員。

○11番（師岡　　智君）　１点だけ。数字的なことではございませんけれども、32ページに庁舎管理費というのがございます。庁舎管理は結構なんですが、私はこの建物自体がどうなのか。耐震的な検査をしたり、３・11の時も大変な揺れで、みんなが表に飛び出すぐらいの、皆さん不安感を感じたわけなんですけれども、これについてどういうふうな、１回調査をしたことがあるかどうか。それから、現在そういった問題がないのかどうか、その辺をどういうふうなとらえ方をして一応調査をされているかどうか、その辺をちょっとお伺いします。

○委員長（酒井　正利君）　総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　それでは、11番師岡委員のご質問にお答えします。

　庁舎につきましては、耐震診断はまだしておりません。（「大丈夫かな」と呼ぶ者あり）

庁舎がどうしても一番最後になるというのが世の常でございまして、まずは子どもたちの学校だとか、そういう公共施設を十分にやった後に庁舎をしたいというふうには思っております。今しばらくお待ちをいただきたいと思います。よろしくお願いいたします。（「１回やっておいた方がいい、危ないもん」と呼ぶ者あり）ありがとうございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。３番原島伸行委員。

○３番（原島　伸行君）　39ページなんですが、防犯灯電気料自治会補助金、また防犯灯器具購入補助金とありますけれども、今後、いろんな面で考えますとＬＥＤの照明、そういうのがどうかなと思うんですけど、今後の取り組みといいますか、伺いたいと思います。

○委員長（酒井　正利君）　総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　それでは、３番原島委員の防犯灯のＬＥＤ化についてご質問ですが、39ページに載っております防犯灯器具購入補助、これは48台分でございまして、実は平成23年度に各自治会から希望を取った分を補助をしております。この中で議論があったのがＬＥＤに換えたらということで、実はＬＥＤ、現在ではまだ高くて普通の防犯灯の約倍もすると。それと同じルックスですと若干暗くなるというようなこともございまして、それから時間的にもかなり長い時間ＬＥＤの方が持つと言われていますが、若干まだ消えるものがあったりということで、安定していないということがありましたので、今回の取り替えでは通常のものにしたという経緯がございます。

　また、ＬＥＤにつきましては、庁舎内を含めて防犯灯も今、研究をしておりますので、できるところから今後は換えていきたいなというふうに思っております。ご理解をお願いします。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はございませんか。１番師岡伸公委員。

○１番（師岡　伸公君）　すみません、３つお願いいたします。

　１つは、ページでいうと36ページ、電子計算開発費ですが、当初予算でご説明を受けたかと思いますが、これだけの金額がかかっていて、事務報告書を見ますと19のシステムに使われているということで、各町村が共同でということなんですが、総体的な予算ですとか、分担の割合、そんなこともちょっと教えていただければと思います。

　それから２つ目ですが、これはちょっと各セクションにまたがるんですが、庁用車、車を購入する場合と、それから事業によってはリースでやっている場合と、今回の決算でもいろんな形で出てきていますが、その辺のリースにするのか購入するのか、判断基準ですとか、そんなものをちょっと教えていただければというふうに思います。

　それから３つ目、最後ですが、これはちょっと事務報告書の41ページのところで質問をさせていただきたいんですが、財政分析指標ですとか、それから健全判断化比率の数字が経年で載っておりますけれども、ここで非常に良化しているという状況で、これはいろいろな努力の結果だというふうに思うんですが、仮の話で大変恐縮なんですけれども、例えば繰り入れとか補てん部分を除いた場合でも、この流れというものは同じように良化しているというふうに判断をしていいかというのが１点。

それから、もう１つ、財政力指数が、単年度ですけれども、平成22年度は0.4を切っていると。今後いろんな財政を考えると、これはもういた仕方ない状況だとは思うんですけれども、次年度以降の課題ですとか、その他の指標との絡みでどういうふうに我々は意識、考えていったらいいのかというところでございます。

以上、３点お願いします。

○委員長（酒井　正利君）　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　ご異議なしと認めます。よって、午後１時０分から再開といたします。

午前11時57分　休憩

午後 1時00分　再開

○委員長（酒井　正利君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　１番師岡伸公委員の質疑の答弁から行います。総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　それでは、私からは１番師岡委員の電算の関係と車両についてお答えをさせていただきます。

　ご案内のとおり、奥多摩町では昭和62年にホストコンピュータを導入いたしまして、自庁式により業務を行ってまいりました。ただ、最近になりましてから機器のリース料、それからシステム改修費等、ＩＴ関連の費用は上昇の一途をたどってまいりました。また、パソコンが出ました関係で、パソコンのサーバープログラミングというんですか、それと汎用機械のプログラミングの方式が変わりまして、パソコンが主流になった関係で、今までホストコンピュータを支えておりましたシステムエンジニアが両方できる方がいなくて、みんなパソコンの方に流れたという人員不足という経過もありました。こういう金額もどこにお金がかかっているかわからないというような事情もございまして、それは西多摩各市町村の担当者が集まっても話題になっていたという部分もございます。

　そういう中で共同化ができないかという話が平成20年からありまして、２年をかけていろいろ協議をしてきた結果、基幹系である住民情報システム、ここで事務報告書にも上げさせていただいておりますが、19システムについて共同で開発をしようということになりまして、西多摩郡の町村電算共同運営協議会を立ち上げまして、その中で進めております。平成22年の５月に各４町村におきまして、共同化における庁内の合意形成を得まして、事業者の選定を行いました。実際には、平成23年１月から奥多摩町が１次稼動として運用を開始したわけでございます。

　ちょうど平成22年度は今まで使っていた事業者のシステムもすべて新しく変わるということで、当初から大きな金額がかかるということがわかっておりました。そういう中で平成22年度にできればそういうことで移行したいということで業者選定を行った結果、今までの事業者から新しい事業者に移ることになりました。当然、移りますので、前の会社から新しい会社への移行費等も発生いたしました関係で、平成22年度は金額は高めになっております。

実際にかかった、この予算書の中でかかった西多摩郡の電算共同利用に伴う住民情報系システムの構築等委託費１億1,700万円ほどありますが、この中で大きなものといたしましては、物品費といたしましてそのシステムで使うパッケージ、ハード、ソフト、この部分が約2,000万円でございます。それから構築費といたしまして作業費、カスタマイズ、これが一番お金がかかっておりまして4,800万円、それから追加費用といたしましては、データセットアップ費用、それからパソコン、プリンターの追加費用、それから19のシステムの中に４つほど新しいシステムが、ほかで使っていて奥多摩にないというものもございましたので、そこの奥多摩バージョンということで開発をするものがあります。それが追加費用として約3,900万円、ということでおおむね１億1,700万円の金額となってございます。

　ただ、５年間の長期の契約ということで、今までやっていた単独運用でありますと、おおむね２億5,000万円、平成27年度までにかかるだろうと言われていた金額が、その業者選定によりまして１億6,000万円、約35％ほど経費の削減になるということで、これも踏み切る一助となったわけでございます。

　これによりましてメリットも数多く出ておりまして、データセンター１カ所で集中管理するものですから、セキュリティの安全性の確保が保てる。それから、データバックアップ体制が非常によくなっているという部分を含めまして、データ自体の安全性というのが非常に図られるということがあります。

　また、システムの稼働時間の延長ということで、今までは庁舎でやっておった関係で８時半から17時15分、勤務時間内で終わっていたものが、データセンターですので、８時半から23時まで運用が可能になったと。それによるシステムの不具合による連絡も10時までは対応ができるというようなことで大きなメリットになっております。

　電算については、以上でございます。

　次に車両に関してでございますが、車両につきましては、やはり総務課の方で一括管理をさせていただいております。その中でリースと購入との区分けということでございますが、基本的にはすべて購入ということでやらせていただいております。更新には基準がございまして、普通自動車の場合は９年または10万キロ、軽自動車の場合は８年または８万キロということで、年次計画を立てまして購入をさせていただいている次第です。

　以上です。

○委員長（酒井　正利君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　私の方からは、財政指数に伴う特別会計、企業会計の繰入金の影響についてと、それと財政力指数の減少についてということで２点いただきましたので、答弁をさせていただきます。

　初めに、財政指数は大分改善がされてまいりました。各年度における特別会計、企業会計の繰出金につきましては、今年度、平成23年度で７億8,300万円になりますけれども、この一般会計からの繰出金によりまして、大きな下水道事業の起債等を償還しております。ですから、町で公表する財政指数につきましては、すべて一般会計が統制しておりますので、一般会計の結果の数値が当町の財政指数ということでご理解をいただきたいと思います。

　それと、下水道事業にかかる償還のピークは平成31年度に迎えますけれども、この時点におきましても、現在の試算では現状の財政指数を維持できるというふうに考えております。

　それと、次の財政力指数の減少についてご質問がございましたけれども、これは人口の減少に伴う課税客体の減少ということで、税収はその分減になっておりますので、自主財源比率がその分少なくなったということでございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑ありませんか。12番前田悦男委員。

○12番（前田　悦男君）　35ページ上段の小金井・福生町有地舗装工事、これの目的といいますか、内容についてお聞きしたいと思います。

　それから、この町有地の活用方法について、今後の計画といいますか、現状と今後の計画についてお聞きしたいと思います。

　以上です。

○委員長（酒井　正利君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　前田委員さんから35ページにございます小金井・福生の町有地の舗装工事についてご質問ありましたのでお答えします。

　これはアスファルトを敷地内に施工したものでございまして、長年、砂利引きの敷地だったものですから、ご近所から風等が吹きますとほこりが立つということで、今回、２件につきまして舗装をさせていただいたものでございます。

　それと、この町有地の活用につきましては、現在どのような形で活用するかはまだ決定しておりません。今後、あらゆる角度からこの有効活用について検討してまいりたいと考えております。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、款の１議会費、款の２総務費の質疑を終結します。

　次に、款の３民生費、款の４衛生費について質疑を行います。質疑はありませんか。質疑はありませんか。９番清水典子委員。

○９番（清水　典子君）　報告書の方の179ページに要保護児童対策地域協議会という中に実務者会議があって、その中に古里小学校の虐待通告というのが載っているんですけれども、実際に町内の子どもにこういうことが現実にあって、それがここに取り上げられて会議が開かれているんでしょうが、３月までで平成22年度が終わっていまして、この状態はこの後、改善されたかどうかちょっとお聞きしたいんですけれど。

○委員長（酒井　正利君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　それでは、９番清水委員のご質問にお答えをいたします。

　この要保護児童の対策地区協議会でございますけれども、私どもと、あるいは立川の児童相談所、福祉事務所、あるいは関連する学校等で組織をしているものでございまして、この中で実際に古里小で虐待の通報があったということで、実務者の会議を開催したものでございます。

　この件については、ケース会議を開催いたしまして、検討した結果、その後は、このケースについては収束をしているということでございます。

　ただ、人口が少ないながらも幾つかのケースがございますので、そのケースが発生するごとに会議を開催しているものでございます。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。14番島崎利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　透析患者の件でこれが載せられております、51ページですか。前回報告の時に、もう28名おられるということでしたが、備考欄に透析通院特例対応車両というように出てくるんですが、これは特殊に出したということなのか、救急車等か何かで搬送されたというような意味なのか、ちょっとわかりにくいということです。

　それから、タクシー料金が確かこういう障がい者の方々には券が発行されているわけですね、もう何年も前。いまだに１万5,000円なのか。以上です。

○委員長（酒井　正利君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　14番島崎委員から２点ほどご質問をいただきました。

　まず、１点目の透析の通院の特例対応ということでございますけれども、これは、外出支援サービスというのを町の方で社会福祉協議会に委託をして実施しておるものでございまして、現在まで５カ所の町内医療機関に、毎日平日、地区を決めて送迎をしておりますけれども、この対象は65歳以上、なおかつ下肢の不自由な方で一般の交通機関を利用できない方ということでございます。これは、利用を限ってこの制度は成り立っているものでございますけれども、これには既存の路線バスの問題、あるいはいろんな法規制の問題等ございまして、こういう形をとってございます。そういう中で、平成23年度には、ご要望の多かった歯科にも週に２回ほどですけれども、送迎を開始したという事業でございます。

　この事業も今回、この要綱にはなかったことではございますが、実際に先ほど委員からもご指摘がありました28名の透析の患者さんがいらっしゃるということで、東日本大震災に伴います福島原発の事故によりましてガソリンの供給不足、あるいは東京電力による停電の影響があるということで、ＪＲもとまったと、ガソリンも不足がちという状況の中で、医療機関が自ら行っている送迎サービスが打ち切られるという状況になってしまいました。このようなことから、私どもは、直接、透析は週に３回ほど行っているということで、命に直結するということでございますので、「町長が認めること」ということの中で、拡大的にこれを運用させていただきまして、今回、この項目にございますように、28万円ほどでございますけれども、町で介護タクシーを手配いたしまして、関連する、これは青梅地区でございますけれども、透析の医院に行けるように困っている方を対象に実施をさせていただいたもので、実際に、これをご利用された方は８名いらっしゃいます。いずれも計画停電の期間内ということで、自らは行けないということの申し出をいただいて、私どもで意向を伺った上で実施をしたという事業でございます。よろしくお願いします。

　それと、もう１点でございますけれども、タクシーの関係でございますけれども、やはり現在もタクシー券は１万5,000円、また、ガソリン券は１万5,000円ということで、金額的にはタクシーとガソリン券、どちらかご希望の方を提供させていただいているものでございます。実際に、タクシー券は全国どこのタクシーでも利用が可能ということなんですけれども、実際に利用率を見てみますと、ガソリン券の方はほぼ100％近い利用はあるものでございますが、タクシー券は実際の利用は４割程度ということでとどまっている状況でございます。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。1番師岡伸公委員。

○１番（師岡　伸公君）　事務報告書の166ページ、167ページなんですが、ここにフッ素洗口事業というのが載っていまして、乳幼児を対象に行っているということなんですが、非常に虫歯にかかりやすい率が高くなっているというのが実情だと思うんですが、これは小学校入学までというふうに書いてございますけれども、小学校については特に今のところないという状況でしょうか。ちょっとお聞きしたいと思います。

○委員長（酒井　正利君）　教育課長。

○教育課長（井上　永一君）　フッ素洗口事業の関係ですけれども、ただいま保育園の方では２つの園ともに実施しているということで、学校の方でもという話がございまして、今、校長会等でお話ししているところなんですけれども、薬品の管理の安全性の問題ですとか、ちょっと今、幾つかクリアしなければならない話もございまして、ただいま前向きに検討はしておりますけれども、今はまだ実施していないという状況でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、款の３民生費、款の４衛生費の質疑を終結します。

　次に、款の６農林水産業費、款の７商工費、款の８土木費について質疑を行います。質疑はありませんか。４番須崎　眞委員。

○４番（須崎　眞君）　98ページなんですけど、空き家バンク物件調査業務委託ということでございまして、実務報告書には４件調査を行っているようでございますけど、場所と、その調査した方向性がどういうふうに見えたか、ちょっとお聞きしたいんですけれども。

○委員長（酒井　正利君）　地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　須崎委員のご質問にお答えいたします。

　奥多摩町の空き家バンクの物件調査の関係でございますけれども、事務報告書の288ページの委託の中で実施しておりまして、その中で町の方に登録をさせていただいている物件を、その中で登録した時点で本物件を町のホームページに載せるという関係で、土地の調査から建物の間取り、それから権利関係いろいろ調査をしたということで４件を載せていただいております。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　ちょっと不足しました。場所的には小河内の山の中に１軒だとか、それからあとは、海沢にやはり空き家が１軒、それから大沢地区で１軒、あともう１軒は小河内で空き家が１軒ということで、調査をした経緯がございます。

　以上です。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。11番師岡　智委員。

○11番（師岡　智君）　１点だけ。90ページ、一番下の段で、いろいろと皆さんで協議いただいたもえぎの湯のバイオマスの工事も終わっているようでございまして、一応すべてが終わったのかなと思っておりますが、その後、設置した後の状況、それから状態等、現在使っている状況がわかったら、現在どういう状況になっているのか、皆さんの評判はどうなのか、その辺について、形式的なものがもしわかれば、これによっていろいろと効果が出ているのであれば、それらの状況と現在の状況を教えていただければと思います。

○委員長（酒井　正利君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、11番師岡委員のご質問にお答えいたします。

　決算書の91ページをご覧いただきたいんですが、こちらにもえぎの湯木質バイオマスボイラー導入設計監理委託と、施設の設計委託というようなことで平成22年度行っております。施設の設計委託を行ったということで、工事は当初予算でご説明いたしましたが、今年度６月に議案として出させていただきましたけれども、現在は工事を進めているという途中でございます。

　現在の予定ですと、来年２月いっぱいぐらいに工事を終わりまして、試運転等を終わって引渡しを受けていきたいと考えております。

６月の議会でご説明しましたように、上家と配管工事、それとボイラーを、これは外国製ですけれども、それを入れて木質バイオマス等もして、燃やしたものについては循環させていきたいということで、来年度の議会等でまた状況報告を説明させていただきたいと思います。

以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。10番村木征一委員。

○10番（村木　征一君）　１点お聞きをいたします。

　98ページでございます。ここに公有財産購入費、長畑地内の住宅用地買収費が載っておりますけれども、広さは何平米ぐらいでしょうか、ちょっと教えていただきたいと思います。

○委員長（酒井　正利君）　地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　村木委員のご質問にお答えします。

　長畑地内の用地買収費でございますけれども、３カ所ほど長畑地区は購入しておりまして、その中の場所につきまして、40坪程度が１カ所、それから50坪程度が１カ所、それから69坪が１カ所ということで、３カ所を購入したということで予定をしております。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。14番島崎利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　88ページの大多摩観光事業費というのがあって、800万円も出された感じになっています。一番大きいのは観光連盟広域観光振興支援負担金500万円、合計すると800万円なんですが、何か奥多摩の中にこれだけのお金が全部奥多摩に入ってきているということでは、もう大多摩観光連盟の方から出てくるというのはわかるんですが、その割に実績というか、成果がないのではないかという感じがしますが、これ大多摩観光連盟は青梅と西多摩全域が入るのかどうか。登録すれば、それにしても大きな数字になって、実績が一つひとつ見れば、それなりの、やっていることは理解できる部分もあるんですが、何かやっぱり町にとってみますと十分ではないんじゃないかなというふうにも思いますが、内部の細かい説明を求めたいというふうに思います。

　それから、もう１点は、予算との関係もあるんですが、ここにも出ているかと思うんですが、昨年の予算の中で奥多摩町の観光協会、ここに今も予算に載っておりますが、約300万円でしたか、町から観光協会へ負担がされていたと。ところが、途中でというか、最後の方で100万円が削減されてしまったと。観光協会の声が上がったんですが、これはどのようなことでなったのか。観光協会の方に聞きますと、町は決まって「後から報告を受けた」と。だから、もうどうにもならないというか、こういう事件というか、観光協会の人たちにとってみれば大変な思いを受けたということなんですが、それも職員の担当から電話があっただけだったと、こういう形で100万円が削減されたと。この100万円が削減されたことがいい、悪いはともかく、やはりこういうものを出す時には、きちっとその組織や団体に私は説明を求めて、そしてご理解を得た上で、それは賛意や理解を得られない部分があるかもしれませんが、やっぱりきちっとした対応をすべきではなかったのかなというふうに思いますが、その点はいかがなのかなということをお尋ねしておきたいと思います。

　それから、次の89ページに日照対策ということで当初予算では195万円の予算が計上されて、結局ゼロと。結局は、使われなかったわけではないんですね、75万円支出になっていますが、これは実態がちょっと少な過ぎるのではないか、予算規模から見ても。ちゃんとやはり対応を、これは個人の家やその周辺の地主さんとの了解も当然あろうかとも思うんですが、この辺は、日照対策と、一時はもっと大きな数字も含めて実践されていたというふうに思うんですが、その点はどう対応されたのかということをお尋ねしておきたいと思います。以上。

○委員長（酒井　正利君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　14番島崎委員のご質問にお答えしたいと思います。

　まず、１点目の大多摩観光連盟への補助金等の関係でございますが、これにつきましては、ここに大多摩観光連盟関係ということで８項目ございます。市町村の会費からホームページの管理費分担金につきましては、それぞれ構成する10市町村、これにつきましては、西多摩地域の市町村と丹波、小菅が入りまして10市町村なんですが、そこでの人口割とか基本割を基にして算出しております。特に２点目のパンフレット作成分担金等ございますけれども、これにつきましては大多摩観光連盟の中に大多摩四季報というのが、いわゆるＪＲ各駅に、ＪＲ八王子支社の管内各駅に置くような対応として大多摩四季報というのを出しているんですけれども、これについては年間12万円出している。それとリーフレットについては、秋と春に各５万部ということで、この金額に対しては町単独で行いますととてもこの金額で、20万円以上で対応するということは無理ですので、非常に効果があるのではないかと思います。

　特に委員ご指摘の800万円という関係でございますが、一番下に大多摩観光連盟広域観光振興支援負担金500万円というのがございますけれども、これは割合的には一番大きいということでございますが、これについては東京都から総合交付金として支給されているもので、奥多摩町は代表で受け入れまして、これを大多摩観光連盟にお渡ししているという部分でございます。これについては東京都からの10分の10の補助ということで、代表で町が受け取って交付しているということでございますので、町の純然たるものについては300万円というご理解をお願いしたいと思います。

　それと、２点目の観光協会の補助金の減額についてなんですが、これについては、当然、この中で予算の査定段階で担当として減らされるというようなことですね、表に出さないというようなこともございますし、公表された段階ですぐ連絡いたしまして、対応の方を協会としてどうするのかというようなこともお話ししております。これについては、うちの方としては、当然、議会とまた公表する前にお話しするということです。当然イレギュラーになってしまいますので、これについては対応の間違えはなかったと確信しております。

　現時点で観光協会としての事業、収益事業もございますので、この辺については観光協会の役員の方も現在、ご了解いただいておる部分となっております。

　それと日照権の関係でございますが、確かに当初予算は195万円で、補正予算で120万円減額させていただいています。これについては平成22年度は１カ所の日照権対策を行っております。１カ所で８世帯を対象として日照権対策を行っているということになっています。

　この日照権については、年度当初で大よその概算要求という形でさせていただいてますが、現実問題、内容につきましては支障になるスギ、ヒノキの１本1,500円という部分ですね。１本伐採した場合1,500円をお支払いしていますので、金額が低いから効果が悪いという部分ではなくて、いかに日照時間が増やせるかというようなことを中心に考えております。

平成22年度につきましては、小丹波自治会の８世帯を対象として、合計で500本切っていると。これについては寸庭という部分なんですけれども。これによりまして、日照時間が2時間40分延びているということでございますので、必ずしも当初予算に対して執行金額が低いから悪いということではないと思っております。これについては各自治会から要望があった場合には、うちの方も極力対応させていただいていますし、予算が足りなくなったら補正予算等お願いしておりますので、ご理解いただきたいと思います。

以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。１番師岡伸公委員。

○１番（師岡　伸公君）　ページ、82ページ、シカ被害対策事業ですが、現在の復興している場所の植栽の状況と、二次的な被害がないかどうか、その辺の現状をちょっと教えていただければと思います。これが１点目。

　２つ目は、すみません、事務報告書の246ページに書いてあります、観光の振興の中の１つに、奥多摩納涼花火大会というのがありまして、我が町の名物とするとともに、地域住民の潤いの場づくりということで実施しているわけであります。今年の場合は、地域住民だけじゃなく、非常にいろんな事情が重なって、ああいうふうな隆盛をみたわけですけれども、行政それから観光協会、自治会、住民、いろいろな感想なり意見が交わされたのではないかと思いますが、その辺のところがもし検証されていれば、来年以降どのような体制でやっていくのかというふうなことがもしあれば、お聞かせいただきたいというふうに思います。

　それから、同じく事務報告書の269ページなんですが、森林セラピーの推進の関係なんですけれども、アシスター研修会及び、これ、なんて読むんでしょうかね、癒の宿の会議等が開かれているという報告なんですが、癒の宿に認定された方たちの感想ですとか、意見ですとか要望みたいなものが、こういう会議でもし出たならば、どんなような内容であったか、ちょっとお聞かせいただければと思います。

　以上です。

○委員長（酒井　正利君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、１番師岡委員のご質問にお答えいたします。

　まず、最初にシカ被害の関係でございます。

　シカ被害につきましては、毎年お話申し上げておりますけれども、事務報告書でいきますと263ページ等に出ておりますけれども、直接町で復旧造林を行っている部分と、東京都で行っている部分、特に東京都の場合は大きい部分ということで、基幹工事等を伴う部分については東京都で行っておりますし、平成17年からの造林については、シカ柵、いわゆる柵を囲って、植林した後シカが入らないような状況をつくって保育しているというような部分で考えております。

　特に事務報告書、今回平成22年度で行った部分につきましては、造林委託料という形、下刈りという形がありますが、これについては過去に行ったシカ柵の中の造林、いわゆる木が丈夫に育っていないというような部分、31.71ヘクタールを行っております。

　それと、その下の造林事業の委託料、これについては当時、被害が一番大きかったオオダワ、鳩ノ巣から川乗谷の途中にありますオオダワ、町の町営水道の、当時水源だった場所なんですけれども、ここが治山工事等終わって、地盤が落ち着いたということから、３ヘクタールですが、これについては所有については氷川保全会の部分なんですけれども、植林したということでございます。当然、これについては、また下に被害があって、なくなってしまっては困るということで、植栽した後、苗木ネット、いわゆる木をカバーするネットをかけたりして、木が無事に育つようなことを行っております。

　それと、当然、造林しましたら、今後、木が育つまで手を入れなければいけないんですけれども、これについては所有者が氷川保全会というお答えをしましたけれども、氷川保全会で、今後、木を植えてもらったので保育については行うというようなことで、平成22年度にはこれだけのお金をかけて被害跡地の復旧を行っているということでございます。

　それと花火大会の現状、今年の現状という解釈でよろしいと思うんですけれども、確かに今年は３・11の大震災の関係で、この近辺ですと青梅市もやめておりますし、何箇所かやはり花火大会がなかったということで、奥多摩の花火はやりますよという部分で当初からＰＲしましたので、例年よりは増えるだろうという予測はしておりました。しておりましたし、ＪＲの方もある程度は予測していたみたいで、ＪＲ八王子支社の中では、増発等も、これは奥多摩駅の助役さんに聞いたんですけれども、考えていたらしいんですが、ＪＲ八王子支社の方で、そこまでの必要はないだろうというようなことと、ダイヤ編成の関係でちょっと時間が短かったというようなことで、当日、ダイヤを増やすことはできなかったということで、あれだけの人数の方が来て、結果的には臨時のバス４台とついているんですけれども、４台出したり、奥多摩駅始まって以来の改札規制を行ったというふうなことで、終電まで１編成いっぱいに乗るような形でお客さんがいらしたというようなことを聞いております。

　当然、これについては正式な反省会、これから花火の実行委員会として行っていきますし、その席上には青梅警察また奥多摩消防署、安協というような方々、それと交通機関では西東京バスさんの方も来ていただきまして反省会を行うような形になっておりますので、正式にはそこでもっといろんな意見が出るのかもわかりません。特に青梅警察につきましては今年予想以上の人が来て、安協さんだけでも足りなかったので、場合によってはもっと来年は警備を増やしてくれというような意見が、今年は特に特異的な部分で多かったのかなという気はいたします。

　それと、事務報告書269ページのアシスター研修会及び癒宿会議でございますが、委員からご質問の癒宿の会議の中でどのような感想等ということですが、これについては実際、年に１回か２回、毎年行っていました。この中では、当然、ツアーを組むわけですから、ツアーを組んだ時に宿の割り振り等をもう年間で決めて、その癒宿に対応していただくというようなことでスケジュール調整等も行っております。ここに前田委員さんの玉翠荘さんも癒宿に認定されている宿でございますが、感想としては、やはり当然セラピー事業を行わなければ、それの対象の参加者の方というのはゼロでございますので、やはりセラピー事業をやったことによって、それなりの宿泊者は当然増えていると。宿としても客数が増えて喜ばしいというようなことも聞いておりますが、やはり細かい部分では、それぞれ少しずつの改善点はあるというような部分も聞いております。ただ、それについては、行政サービス、今は財団ですけれども、財団サイドで勝手にやるんじゃなくて、こういう会議を通してやはり効果を話し合いながら、じゃあ、どう改善していくかというようなことを決めておりますので、ご理解をいただきたいと思います。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。９番清水典子委員。

○９番（清水　典子君）　決算ではないんです。今、花火のことが出たので、１つお願いしておきたいことが。今回、大変な列車、私も乗り込んでいたんですが、棚沢は車いすの方がいらしたんです。私たちが乗車していた時に、車いすの家族が取り残されたまんま通過しちゃったんで、６時半までに来て、町の横に身障者用のところに連絡を取って先に来ていればよかったのにとか思ったけど、あれはちょっと、地元の人がもし車いすで花火を見に来られるんだったらば、もし来年は、前もってどこかに連絡を取って、「町の横の駐車場に身障者の方、車いすの方は何台かこうしてありますからご連絡ください」とでもいって、先にこっちに入れてあげた方がよかったのかなって思いました。地元の人だっただけにね。電車走っていて、ああ残っているって感じだけど、どうすることもできなかったので、来年もしそういうときがあったら、地元の方がわざわざ浴衣を着て車いすで電車で乗り込んで来る、電車に乗れる状態じゃなかったから。でもいいんだけど、あれ見れば、時間外にここへ連絡しておいて、ここへ来て後で見に行くという方法もあったのではないかなと思いながら、来年の参考に是非目指していただきますよう要望しておきます。

○委員長（酒井　正利君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　９番清水委員のご質問というか要望でございますが、お聞きしまして来年の反省等にさせていただきたいと思います。

　ただ、来年については青梅警察が警備を主に行っていますので、どういう結論になるかちょっとわからないんですけれども、今まで公式的には「奥多摩の花火大会は駐車場はございません」ということで通しております。ただ、数年前から、３年ぐらい前ですか、青梅警察の指導で、そうはいっても実際に車は来るんだから何とかしてほしいということで、登計原の総合グラウンドに、来てしまった車については駐車させているということを取ったんですけれども、これから正式に反省会等を、また来年どうするか決めなければいけないんですけれども、できましたら来年以降は登計原については桟敷席か何かで、お金をいただきながら、その部分だけはもう駐車場を確保しますよというようなこともできますし、氷川小学校についても校庭の半分を駐車場にして、半分を桟敷席というか見物席、そういうふうにすることも考えられるのかなという気はいたします。ただ、これについては、あくまで事務局サイドの考えでございますので、今後、実行委員会等の中で正式に決めていきたいと考えております。

ただ、今の委員の意向については、反省会の席で上げさせていただきます。

以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑ありませんか。10番村木征一委員。

○10番（村木　征一君）　10番村木でございますけれども、２、３点教えてほしいと思います。

　まず、82ページです。森林再生事業の委託料が8,000万円からの不用額があるわけですけれども、この原因について。

　それから次のページです、83ページ、同じく花粉症発生源対策の委託料ですけれども、これもやはり2,000万円以上の不用額があるわけですけれども、この２つ、原因について教えていただきたいと思います。

○委員長（酒井　正利君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、10番村木委員のご質問の件についてお答えいたします。これについては、両方とも同じ理由になりますので、回答については１回で済ませていただきます。

　この森林再生と花粉症ともに、これは東京都と協定を結んで、それに対して東京都から10分の10のお金をいただいて執行している事業でございます。

　この内容については、契約面積もしくは契約金額、そのどちらかが契約書に書いてある限度額、森林再生ですと、平成22年度ですと370ヘクタール、花粉症が90ヘクタール、この面積にいってしまうか、もしくは金額が超えてしまった場合には、そこで事業はおしまいという形になってございます。

　森林再生につきましては、当然、契約面積370ヘクタールいってなくて、平成22年度は188.2ヘクタールでございますが、そこで年度の締めが終わってしまったということで、不用額が8,000万円というような数字になってしまっておりますが、花粉症につきましては、これについては2,000万円確かに残っているんですが、これは契約面積90ヘクタールがクリアされたということで、お金が残っていても面積が契約限度額にいってしまったので、それ以上執行できませんよということによって2,100万円残ってしまったということでございます。

　森林再生については、確かに委託料8,000万円が残っておりますが、これについてはもう前々からよくご質問いただくんですが、決して森林再生事務局で手をこまねいているわけではございません。現実問題、事務報告書にも記載させていただいていますが、262ページに協定件数、契約件数等ございます。ここには毎年、数字は入っていないんですけれども、この前に当然、所有者の方と折衝しなければいけないということで、折衝件数というのがあるんですが、現実に平成22年度162件の折衝件数があります。そのうちの半分が協定締結、で、その７割が契約に至ったというようなことでございます。結果的に188.82ヘクタールしかできませんが、これと同じ件数で面積が伸びていれば、当然この不用額8,000万円というのは当然減るということでございますが、前々から申しますように、最近は１件当たりの契約面積がどうしても落ちてきてしまったというようなことで、なかなか面積が上乗せできないというようなことになっております。

　ただ、明るい見通しとしては、東京都のご協力によって、今年度から町が所有して植え主さん個人という、また団体という、いわゆる分収林、これについても森林再生事業に組み入れることができるというようなことも聞いていますので、今後は、平成23年度以降はこの面積が増えていくと思いますので、よろしくお願いいたします。

以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で款の６農林水産業費、款の７商工費、款の８土木費の質疑を終結します。

　お諮りします。本日の審査はこれまでとし、この続きは明日９月14日に行いたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　異議なしと認めます。それでは、この続きは９月14日に行います。

　本日はこれにて散会します。大変ご苦労さまでした。

午後１時57分　散会

奥多摩町議会委員会条例第26条の規定によりここに署名する。
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